別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名: 障がい者生活支援調査員配置事業費（ふるさと再生）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：12,080千円（前年度予算額：10,080千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（1） 事業目的

　　障がい者のライフステージを通じた、効果的な就労・生活支援のための事例及びノウハウを収集し、広く関係者間で共有することにより、県下全体の就労支援体制の底上げと人材育成を図ることで障がい者の離職を防止し、経済的自立につなげる。

（２）事業内容

・地域において障がい者の就労や生活に関する相談・支援を行っている社会福祉法
人に対し、調査員の配置と調査の実施を委託。
　　・調査員は、当該法人による就労支援や相談事業に携わる職員と連携し、求職～
就業中の障がい者への支援に携わりながら、その内容と履歴を記録・分析する。
  　・上記による調査結果を基に、毎年ごとに関係機関、企業、支援団体等での間で
事例検討の場を設ける（既存の各種会議を活用）。
　　・また、こうした調査結果を複数年蓄積し、ライフステージを通じた効果的支援
のためのノウハウ集を作成する。

（３）事業主体（委託先２法人）

　　・（社福）万灯会　（羽島市）

　　・（社福）同朋会　（山県市）

	２　所要経費


（1） 委託料　　　　　　　　　12,080千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,080
	0
	0
	0
	0
	0
	10,080
	0
	0

	要求額
	12,080
	0
	0
	0
	0
	0
	12,080
	0
	0

	決定額
	12,080
	0
	0
	0
	0
	0
	12,080
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　平成25年までに収集したデータに基づいて、「障がい者のライフステージを通じた効果的支援のためのノウハウ集」を作成する。
※収集するデータ量の目標：23年～25年で120件を目指す。
（平成23年度の実績は41件）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	データ収集件数
	0件
（H22）
	41件
（H23）
	－
（H24）
	41件
（H23）
	120件
（H25）
	34％



（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　　調査最終年度（平成25年度）のノウハウ集作成に向けて、障がい者からの相談や、
継続支援を行った際のデータ収集・分析を行った。

　　


（平成23年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　相談窓口の職員と連携することで、より多様な相談及び支援の事例を収集するこ

とができた。
○収集データ実件数：４１件（２事業者合計）

　　○収集データ延べ件数：１４０件（２事業者合計、実際に相談職員が対応した延

べ回数）




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	今般、就業後の離職防止対策や生活面での支援強化の必要性が指摘されているものの、有効な解決策を見出すことが困難であり、議論のためのデータも不足しているといった状況である。

こういった問題を解決するため、特別支援学校からの卒業、就業そして勤務という、各ステージを通じた経年的な支援ニーズの変化について、多様なデータの収集が必要となる。
また、ノウハウ集を作成することによって、多様な事例を基に、支援関係者がきめ細かな支援を行うことにつながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　県内に開設されている相談窓口にはこれまでに多種多様な相談が寄せられ、様々なケースの支援を行っている。こうした相談、支援を行っている職員と調査員が連携することで、求職中、就業中の障がい者への支援、相談業務に携わりながら、有効なデータ収集を行うことができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　既存の相談窓口職員と連携することで、効率的に事業を行うことが可能となっている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　調査データを踏まえた「障がい者のライフステージを通じた効果的支援のための
ノウハウ集」を作成するためには、多様な情報を収集する必要があるため、さらな
る情報収集の必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　就業後の離職防止対策や生活面での支援強化の必要性から、障がい者からの相談、
支援に関する、より多様性のあるデータの収集を行い、ノウハウ集を作成する。


